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「JP-MIRAI 外国人労働者相談・救済パイロット事業」

説明資料
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０．背景

現下の国際情勢などを受け、国連やG7会合など国際社会において、『ビジネスと人権』の取組みへの関心が高

まっており、ドイツのサプライチェーン法（2023年1月施行）及びEUにおいても同様のルール整備の準備が進

んでいます。また、我が国においては、2020年にビジネスと人権の国家行動計画（NAP）が策定され、 現在、

経済産業省において、「サプライチェーンにおける人権尊重のためのガイドライン」の策定作業が進んでいます。

「責任ある外国人労働者受入れプラットフォーム」（JP-MIRAI；任意団体）では、昨年に開催した「相談・救済研

究会（公開）」での議論をベースに、マルチステークホルダーで実現する「ビジネスと人権指導原則」準拠の人権

デューデリジェンス及び救済メカニズム構築に向けたパイロット事業の準備を進めております。これまでご関心

のある企業から出されたご意見などを踏まえ、詳細な制度設計を進めるとともに、企業の資金による事業実施

のため、2022年3月中には、「一般社団法人JP-MIRAIサービス」を設立します。

本パイロット事業においては、ご参画頂く企業（及びサプライチェーンにある企業）で働く外国人労働者を主た

る対象として、JP-MIRAIポータルを配布し、同ポータルが提供する「外国人労働者向け情報提供サービス」、

「多言語による相談窓口（生活～労働問題）」及び「救済メカニズム」をご利用頂き、外国人労働者向けのサポート

を試行するとともに、サイトのアクセス状況や相談内容などの分析結果を参加企業にフィードバックを行うこと

により、企業の人権デューデリジェンスの取組み支援及び独立性の高い、中立的な救済メカニズム構築を目指

すものです。
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１．目 的： JP-MIRAIと参加企業、関係機関との協力により、外国人労働者への相談・救済対応を通じて、
「ビジネスと人権・指導原則」に基づく、①人権デューデリジェンスの仕組み確立への貢献及び
②救済メカニズムのモデルケース作りを行ない、対外的に発信・拡大に向けた経験蓄積を行う。
併せて、JICA実施・基盤整備事業【JICAロット】と連動して、支援ネットワークの構築を図る。

２．期 間： 2022年４月下旬から1年間 （遅れての参加も可能）

３．対象者： パイロット事業参加企業及び関連法人で働く外国人労働者等（日本で勤務するもの）
（注）関連法人とは、資本関係にある企業、及びサプライチェーン（SC)企業

４．事業概要 図１（4ページご参照）

①JP-MIRAIポータル：多言語（8言語※＋日本語）にて、日本で生活・就労するために必要な情報を積極的に
発信する（3月17日以降順次リリース）
※英語、中国語、ベトナム語、タガログ語、インドネシア語、ミャンマー語、ポルトガル語、スペイン語

②相談窓口： 上記①ポータルサイト・SNS・電話等から相談受付け。多言語対応で敷居の低い相談体制（含
む専門相談；日本人社員等からの問合せも可能）を提供する（表１：ご参照）。

③伴走支援： 重大な問題に発展する可能性がある事案は、伴走型支援により問題の最小化。当初は、相談
窓口受託企業が対応するが、段階的に提携パートナーとの協働体制を構築する。

④法廷外調停メカニズム：「東京弁護士会紛争解決センター内専門ADR」（新設）を利用。

⑤企業への報告：JP-MIRAIポータル（アプリ）を活用したモニタリングの仕組みを構築し、参加企業に対し、
定期的に、参加企業（及び関連法人）の外国人労働者の相談内容の分析結果の定期的報告、
及び（労働者の了解を得たものについて）個別の相談内容を共有する。
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外国人労働者

④東京弁護士会紛争解決センター内 専門ADR

(1)案件の事前整理・通訳業務
(2)案件の割振り（利益相反回避）
(3)外国人労働者に関する課題に特化した裁判外紛争解決手続（ADR）
(4)フォローアップ、事例の整理・コンテンツ化

①JP-MIRAIポータル（アプリ）

業務内容： (1)他言語情報提供、(2)相談入口、(3)全体進捗状況管理

深刻度

事件性有りライン
（弁護士法72条）

【裁判等】

②相談窓口 ★委託業者選定中（3/17現在）

業務内容：
(1)母国語相談受付（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、
西語、ベトナム語、インドネシア語、ミャンマー語、タガログ語）
(2)問合せ対応（専門ユニット）
(3)対応状況入力・フォローアップ
(4)相談事例のコンテンツ化

第3者による
紛争解決

敷居が低い
早期相談窓口

要支援ライン

トラブルの
最小化支援

トラブル回避
情報サイト

問合せ対応

提携パートナー
JP-MIRAI会員の自治体・
NPO・士業（プロボノ）など
で研修を受けたパートナーが
伴走協力（段階的拡充）

図１．パイロット事業概要 ～問題は極力早い段階で解決

支援

非司法型救済メカニズ
ムの出口として準司法
的手続を設け、深刻化
する案件のフォロー体
制を構築

地方・関係団体との
ネットワーク強化

敷居の低い母国語相談
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母国語情報の充実

公的機関等で対応可能
なものは窓口紹介

③伴走支援 ★上記②実施業者が相談員を配置

業務内容：
外国人労働者自力の解決が難しい事案、又は深刻化するリスクが
高い事案について、(1)電話伴走、(2)対面伴走を行う。



表１．相談窓口・伴走支援の業務概要

【相談窓口・業務概要】

（１）受付
JP-MIRAIポータル問合せフォーム・チャット及び電話、電子メール等
から寄せられる相談に対し、以下のとおり対応する。
 曜日：月～土曜日のうち言語ごとに数日
 時間：10時～18時

（２）対象分野
対象者からあらゆる相談を受け付けるが、法令に反する相談は対象外
とする。具体的例示は以下の通り。
 日常生活における相談（生活ルール、地域トラブル等を含む）
 健康上の相談（病気・妊娠・ケガ等）、メンタルヘルスの相談
（鬱・依存症等）

 新型コロナウイルス感染症関連の相談
 社会福祉に関する相談、家庭内問題に関する相談（DV等）
 教育に関する相談（進学・日本語教育・いじめ等）
 災害に関する相談
 行政手続き、在留資格・関連制度に関する相談（在留資格変更
等）

 就職・転職や労働環境に関する相談
 その他

（３）対象言語
9言語（日本語、英語・中国語・ポルトガル語・スペイン語・タガログ
語・インドネシア語・ベトナム語・ミャンマー語）とする。

【伴走支援・業務概要】

（１）伴走支援
相談者による自力の解決が難しい相談に対して、相談員、相談者本人
のみならず、関係者とも対話し、事実関係、状況整理により問題解決
まで支援する。
 ①電話伴走とは、電話相談だけでは解決できない複雑な問題につ
いて、相談者が関係機関の手続き等を完了するまで、関係機関と
連絡し調整を行うこと。また、相談者の出身国と日本の社会状況
が異なる事象（例：教育制度、医療制度等）に対して、日本の制
度の背景の説明や相談者がとりうる必要な手続きについて情報提
供を行うことで、相談者の理解及び問題の整理を促す。

 ②対面伴走については、相談内容の解決に伴走支援員の同行や関
係者との対面での調整が必要な場合に、伴走支援員が相談者に同
行する、または問題が発生した現場や関係者の元へ往訪し、事実
関係を確認することを想定している。

伴走支援が想定されるケース（例示）
 日常生活における相談
 日常生活において発生した事故等に関する警察・消防・保険会社
等への問合せ・外国人本人への説明

 重大な疾患・妊娠等における病院・公的機関への付き添い
 メンタルカウンセリングのための公的機関窓口等への同行
 子女教育に関する市役所等への同行・日本の学校制度等に関する
説明・学校への説明

 手続き・申請等が複数の公的機関にまたがる事案で外国人労働者
だけでは申請や解決が困難と思われるもの（相談者が自力で対応
できない場合付き添いを行う）

（２）伴走支援におけるパートナーとの連携
対面伴走が必要な事象が発生した際、相談者が遠方等の理由により伴
走者による直接支援ができない場合、当該地のJP-MIRAI対象会員また
は公的機関・NPOや個人等から地域における連携パートナー（以下、
「伴走連携パートナー」という。）を選定し対応する予定。

5



６．実施スキーム： 図2ご参照

①一般社団法人 JP-MIRAIサービス（設立手続き中）が参加企業からの委託事業により実施。以下予定
（１）理事会： 理事数名（非常勤）。東京弁護士会、民間企業、JICA等で構成予定。
(2)監 事： 1名、調整中。
(3)会計監査： 会計事務所に委託。
(4)スタッフ配置： 事務局長、業務担当、事務担当、経理担当などを配置予定。
(5)業務実施体制： ①JP-MIRAIポータル：JICA（GTN社委託）が運営（無償利用）。

②③相談窓口・伴走支援： 委託先選定作業中。
④ADR：東京弁護士会サービスを利用（労働者分を負担）。

７．運営委員会： 政労使・専門家等で構成される運営委員会を設置し、定期的（四半期ごと）に開催し、同委員会
の助言のもと、公平で中立的な事業運営を行います。

８．事業費： 最少 3,000万円程度（精査中。参加企業数、対象人数により変動）
※途中参加の企業が増えた場合には、業務量に応じて委託契約を増額（事業規模拡大）。
※残余金が生じた場合には、後継法人に継承を想定（理事会決定による）
※JP-MIRAIポータル運営及びネットワーク構築等はJICA提供。

９．参加費用： 大規模事業者 ご相談 （対象外国人労働者数 1，500人以上、規模等に応じ決定）

中規模事業者 300万円 （対象外国人労働者数 1，500人未満）

小規模事業者 50万円 （中小企業）

10. 参加手順 :①参加申込書（意向表明）提出（締切；3月末予定。但し遅れての参加も可能）
②詳細説明会（4月上旬予定）
③「一般社団法人JP-MIRAIサービス」と委託契約の締結
④事業開始（2022年４月下旬以降） 以上 6

実施要領（2022/03/17版）



相談・救済業務グループ（委託先）

JP-MIRAI事務局

図２． パイロット事業スキーム図

パイロット事業参加者
• JP-MIRAIと連携した、人権デューデ

リジェンス・救済メカニズムの構築
• 関連企業の理解促進（パイロット事
業への参加・ポータル普及呼びかけ
と情報共有承諾の取り付け）

• 資金提供

②相談窓口及び③伴走支援の
受託団体・企業
（JP-MIRAIサービスからの委託契約）

①JP-MIRAIポータル運用会社
（JICA予算による契約）

④弁護士会「ADRセンター」
（JP-MIRAIサービスとの連携覚書）

関連法人（資本関係・サプライチェー
ン関係の企業：制限なし）
（行動原則に賛同頂き、JP-MIRAI加盟を
推奨）

外国人労働者（在留資格問わず）

②承諾書（推奨）
 ポータル普及
 相談情報共有承諾

⑤ポータル普及
 QRコード等配布

①委託契約締結
 サービス利用
 守秘義務など

③関連法人リスト
④委託費振込

⑧モニタリング情報
／報告書

外国人労働者（在留資格問わず）

「一般社団法人 JP-MIRAIサービス」(新設)

・資金管理・受託契約、外部委託手続、報告

契約

契約

連携協力

サービス利用

JICA ・全体調整、ポータル・JICA分契約
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JP-MIRAI

図３：企業の人権DDと救済メカニズムとの関係

外国人労働者

制度・規則に対する理解

生活・労働環境の不満・
問題（深刻度：中）

労働問題・法令違反
深刻なトラブル

正しい情報提供

定点観測調査
（アンケート）

訴訟

団体・企業への
フィードバック調査

生活・労働環境の不満
（深刻度：軽）

★労働者の声を聞く機能

相談窓口

★労働者への情報提供機能

ADR

個別企業が抱える
課題に合せて助言

個別相談内容の共
有。対話の支援

話し合いによる解決

対応

訴訟

共通課題の分析結
果等（公開情報）

改善の継続的取組み
SHとの連携

双方にとって対応コスト・レペテーションリスクが高い

JP-MIRAIポータル＋αが
持つ機能

企業（雇用主）

対応記録・データ
を踏まえた「情報
開示」への支援・
助言

取り組み計画の立案
モニタリング・サプライ
チェーン管理の確立～人
権DDのサイクル確立

原則19．人権への負の影響を防止
し、また軽減するために、企業はそ
の影響評価の結論を、関連する全社
内部門及びプロセスに組み入れ、適
切な措置をとるべきである。

ITを活用した常時モニター
対応状況の労働者への

情報共有

指導原則に
基づく人権
デューデリ
ジェンスの
仕組み確立

指導原則に
基づく救済
メカニズム
の確立

JP-MIRAI会員企業向け
サービス例
（緑枠内有償サービス）

信頼向上・不満軽減

情報利益相反管理
労働者の保護配慮

支援

企業向け情報提供
勉強会等
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相談・救済業務グループ（委託先等）

JP-MIRAI事務局

【参考】JICA実施分基盤整備事業【JICAロット】について

JP-MIRAI会員（非営利）
• 外国人労働者を支援している自治
体・公的機関・NPO/個人等を想定。

• 当該機関が支援対象としている外国
人労働者のうち、独自に解決が難し
い相談等について、JP-MIRAIの相談
窓口等を利用。

• ポータル含め仕組み全体へのフィー
ドバック。勉強会等への参加。

②相談窓口及び③伴走支援の
受託団体・企業

①JP-MIRAIポータル運用会社
（JICA予算による契約）

④弁護士会「ADRセンター」

JP-MIRAI会員
（日本人スタッフ等）

外国人労働者
（在留資格問わず）

契約

連携協力

サービス利用

JICA
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「外国人労働者相談・救済パイロット事業（実施基盤整備）」 2022年４月～ 1年間（予定）

(1) 目的

① 仕組み構築： JP-MIRAIの会員（非営利）と連携し、様々な在留資格の外国人労働者（特に脆弱層）を対象に、JP-
MIRAIポータル（アプリ）、相談窓口・伴走支援等の展開を行い、将来の仕組み構築に貢献する

② 支援ネットワーク構築：JP-MIRAI会員（自治体、NPO等）との情報交換・レベルアップ、将来的な伴走支援体制構築

(2)業務内容 ： ①JP-MIRAI会員（自治体、NPO等）が支援対象とする外国人労働者向け相談窓口の試行的構築
②外国人労働者からの相談内容を整理、FAQ化してJP-MIRAIポータルで公開
③JP-MIRAI会員（自治体、NPO等）との定期的な連絡会開催 （公的機関にも参加呼びかけ）

①利用申込

支援対象

支援ネットワーク構
築：JP-MIRAI会員
（自治体、NPO等）との
情報交換・学びあい⇒

伴走支援協力体制構
築（提携パートナーと
なって頂く団体・個
人の発掘）

脆弱な外国人労働者
の支援（試行）

②協力



JP-MIRAI対象会員（自治体、
NPO法人等の支援団体、その他
個人等の会員）が支援する外国
人労働者（約4千人）＋関係者

JICA実施分
（実施基盤整備のために

並行実施）

一般社団法人
JP-MIRAIサービ
ス（仮称）

委託契約

参加企業

パイロット事業参加企業及びその
関連法人が雇用する外国人労働
者（最大2万人）＋関係者

パイロット事業
（企業ロット）

運営委員会

【実施主体】
【実施主体】

【対象者】
【対象者】

【メンバー】 労働組合側、有識者、弁護士会等

【オブザーバー】 関係省庁等

助言
助言

相談窓口・
伴走支援

【受託者】

選定中

専門ADR

【実施主体】

内 紛争解決センター

ADR利用ADR利用

参考：JICA実施分基盤整備事業とパイロット事業の関係

相談窓口・
伴走支援

【受託者】

選定中

委託
契約委託

契約

相談
相談
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11

JICA実施・基盤整備事業【JICAロット】詳説

 JP-MIRAI対象会員（自治体、NPO法人等の支援団体、その他個人等

の会員）を対象とした研修会や定期的な連絡会議・研究会等を開催し、

ネットワークを構築する。

 JP-MIRAI対象会員を対象とした研修会（相談・救済に関するもの）（年6回目

安）。相談対応について検証し、ケースワーク等を通じて対応方法を学ぶこと

ができるものも含む。

 相談対応等の報告等を行い、関係組織への情報共有及び追加的な対応につい

て検討することを目的とし、JP-MIRAI対象会員との定期的な連絡会議を実

施する（四半期に1回目安）。関連する公的機関（FRESC、OTIT等）にも参加

を呼びかける。

 対面伴走が必要な事象が発生した際、相談者が遠方等の理由により伴走

者による直接支援ができない場合、当該地のJP-MIRAI対象会員また

は公的機関・NPOや個人等から地域における連携パートナー（以下、「伴

走連携パートナー」という。）を選定し、対面伴走業務の依頼・管理を行う。

 伴走連携パートナーとは費用・条件等を含めた覚書を結ぶ。

 伴走支援の一環として、相談者が生活の基盤を失っている場合、かつ、

伴走連携パートナーがシェルターを提供可能な場合、同シェルターを利用

することがある。

【伴走支援におけるパートナーとの連携】

【ネットワーク構築】

JP-MIRAI対象会員（自
治体、NPO法人等の支
援団体、その他個人等の
会員）関係外国人労働者
（約4千人）＋関係者

JICA実施分
（実施基盤整備）

【実施主体】

【対象者】

JP-MIRAI対象会員（自治体、
NPO法人等の支援団体、その他個
人等の会員）

研修会

委託先

連絡会議

【ネットワーク構築】

公的
機関

JP-MIRAI対象会員（自治
体、NPO法人等の支援団
体、その他個人等の会員）

その他公的機関・NPO・個
人等

伴走連携パートナー

委託先

委託先

伴走・シェルター依頼

11



表２．将来に向けたロードマップ

フェイズ１
（暫定運用・試行）

フェイズ２
（本格運用）

フェイズ３
（拡大）

タイムライン 2022年～ 2023年～ 2024年～

対象者
パイロット活動に参加する

外国人労働者等
JP-MIRAI会員企業・団体に
関係する外国人労働者等

全ての外国人労働者
（積極的オープン）

対象者規模 ２万人以内 20万人 100万人？

取り組み方針

一部会員企業（及びSC傘下企
業）・団体に所属する労働者に
ユーザー登録を呼びかけ、試行
開始。2021年度内に体制・メカ
ニズムの整備を完了する。
伴走支援等ネットワーク試行

全てのJP-MIRAI会員企業（及びSC
傘下企業）・団体に所属する労
働者にユーザー登録を呼びかけ、
試行開始。

支援ネットワークの拡大

外国人労働者に積極的に登録呼
びかけ。AIによるFAQ（Chabot）

の機能向上により、人的対応の
割合を低減させる。問題発生率
の低減が必須。

JP-MIRAI相談・救済
チーム体制（案）

外部委託 外部委託 外部委託

必要な資金／分担

年間 3, 000万円～
（資金管理法人関連経費を含む）

（試行を通じて精緻化） （試行を通じて精緻化）

パイロット参加会員負担
（委託契約）

分担金・協賛金等 ＋公的資金？

（ご参考）法人形態 任意団体（会費無料）
法人化（会費徴収）

※受けるサービスに応じた分担を想定
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【目的】 ①外国人労働者への情報提供を通じた問題最小化
②企業のビジネスと人権・指導原則への対応支援

• 来日前の外国人に日本の良さ・キャリア・諸制度・企業団体等の情報を提供し、適切なキャリアを選択し、適正な来日を支援
• 来日後の外国人労働者に生活や労働に必要な情報を提供（プッシュ型）し、生活の満足度を向上。
• 外国人労働者の置かれた状況（声）を聞き、行政機関などへ改善に向けた提言のための情報蓄積
• 外国人労働者のフィードバックを受けて、会員企業が、「ビジネスと人権・指導原則」に準拠した対応を行うために必要な情報を提供

【基本的な機能】 多言語対応（当面8言語）、2022年３月以降順次コンテンツ・アプリ化（機能拡大）

（日本語、英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語、ベトナム語、インドネシア語、ミャンマー語）

外国人労働者向け情報提供
1) 日本で働く外国人の在留資格
2) 日本で働く外国人のキャリア
3) 日本での仕事、働き方
4) 日本でのくらし
5) 受入れの適切さを自己診断
6) 日本語・技能学習のための情報
7) 日本の外国人材関連ニュース

外国人労働者の声を聞く

定点調査
•定点調査は、全ての外国
人材が対象

• アンケート票への回答を
通じて、外国人材自身の
実態（満足度・問題・悩み
等）を把握

外国人労働者ユーザー登録 ソーシャルログイン・属性情報を任意登録

企業・団体掲載（承認制）
•送出機関、人材派遣、監理団体、企
業等承認団体の掲載。

•基本情報＋実績、手数料、求人情報
（リンク）等掲載

フィードバック
•送出機関・監理団体、受
入企業に関する法令項
目、労働・生活環境等に
関するフィードバック受
付

相談窓口
•電話・メール・チャット
による受付

•ログ（自動翻訳付）進捗
管理、集計

•進捗管理

外国人労働者の声（マクロ分析）
• 出身国・在留資格・業種・居住地別集計
• 政策提言に向けた整理

受入企業・団体等へのフィードバック
• 企業向けに、人権デューデリジェンスの取組に
資する情報提供（随時モニタリング）

相談・救済
メカニズ
ムへ

民間サービス（リンク）
•外国送金、携帯電話・保険・住宅・
ECサイトなど（有償掲載）

政府等外
部サイトへ
誘導

【参考】JP-MIRAIポータル（アプリ）~すべての外国人労働者に普及
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【参考】JP-MIRAIポータル（アプリ）~すべての外国人労働者に普及
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【特徴その１】
海外（送出し国）での普及により、日本の魅力や（キャリア形
成）、制度や正しい参加方法などについて発信。

【特徴その２】
日本国内では、生活や労働上必要な知識を分かりやすく解説し、
公的機関のホームページへ誘導。

【特徴その３】
日常的にアクセスするようなコンテンツの提供（内容・提携先検
討中）。外国送金、母語ニュースなど他社サービスとの提携

【特徴その４】
外国人向けデジタル基盤として、各種社会実験の実施（検討中）

 企業・自治体との協力によるプッシュ型情報提供
 位置情報を利用した伴走支援パートナー検索・コンタクト
 諸手続き書類作成アプリ

 留学生等外国人対象としてビジネスコンテスト「こんなアプ
リが欲しかった！」（仮称）など

※有償広告によるサービス拡充



【JP-MIRAIポータル（アプリ）基本構想図】
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よくあるご質問①
１．国内で勤務する外国人労働者の

みか？日本人や海外の生産拠点で
働く労働者が活用できないのか？

 本パイロット事業では、国内に勤務する外国人労働者（適正な在留資格を有し
ている限りすべての在留資格に対応）を対象にしています。

 参加企業及び関連法人において、外国人労働者のサポートを行う担当者からの
問合せも受付けます。

 日本人については、日本語で行政サービスへのアクセスが可能であることから、
今回の対象者として想定していません。

 日本国外で勤務する方の対応について、お問合わせが多いのですが、各国によ
り準拠法等が異なるため、本パイロットでの対応は困難ですが、将来的には海
外のパートナーとの連携による対応も継続検討していきたいと考えています。

２．対象者数について。サプライ
チェーンの一部の外国人労働者の
みを対象とした参加も可能か？

 関連法人や対象者を限定した参加も可能です。参加費用については、想定する
対象者の規模により決定させて頂きます（申告による）。

３．ポータルサイトの言語数・コン
テンツは増やせないのか？

 ポータルサイトは、JICA予算で整備しており、予算の制約からすべてのご要望
にお応えすることは難しい状況です。今後、外部資金の活用や参加企業からの
寄付・協賛などにより拡充も含めて継続検討。

 外国人在留支援センター（FRESC）や技能実習機構（OTIT）とは、ご相談しつつ
構築しています。

４．関係省庁・機関や自治体のワン
ストップ窓口があるのに、何故
JP-MIRAIの相談窓口が必要なの
か？

 近年、公的機関による、母国語対応含めた相談窓口が拡充してきていますが、
各窓口は公的機関の所掌事務を越えた対応が難しく、外国人が適切な窓口に到
達することが難しい、あるいは自治体によっては、まだ体制整備が十分でない
場合もあり、何でも母国語で相談できる敷居の低い窓口の設置の必要性が研究
会等でも指摘されています。

 公的機関で解決することが明確な相談事案については、直ぐに連絡先を伝えて、
正しい窓口に行くようにアドバイスします（解決状況についてモニタリングす
る予定です）。

 本パイロット事業では、問題の早い段階から相談窓口でしっかり受け止め、深
刻化しないようにアドバイスを行う事が重要だと考えています。
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よくあるご質問②
５．相談窓口・伴走支援の範囲は？  表１のとおりで、法令に触れない内容であれば、内容を限定せずに受付け、適

切な解決方法を提供する予定です。
 伴走支援については、どのようなケースにおいて電話伴走、対面伴走（出張含
む）を行うかについて明確な基準が出来ておりません。コスト面を考慮すれば、
電話によるサポート（外国人労働者が行く窓口への事前の事情説明等）で可能
な限り解決し、それでも解決しないもの、あるいは極めて深刻なものについて
は、対面伴走を行うのが基本と考えます。今回のパイロットを通じて、事例を
積み重ね、より良い対応・コスト面・他のパートナーとの連携なども考慮して、
将来あるべき姿を提案していきたいと考えております。

６．提携パートナーによる伴走とは
何か？

 上記５．の対面伴走支援の対象者が地方在住の外国人労働者の場合には、出張
等非常にコストと時間を要することになりますし、解決までに時間のかかる課
題への対応は容易ではありません。外国人労働者の居住地もしくは近隣地域に
適切な「提携パートナー」が居て対応できる場合には、そちらにお願いする方
が効率的だと考えます。

 こうした「提携パートナー」のネットワークを作っていくために、信頼関係の
構築が不可欠であり、相応の時間も要します。JICA実施分基盤整備事業【JICA
ロット】（スライド９）を通じて、段階的にネットワークを広げていく予定で
す。また、「提携パートナー」にお支払いする報酬等（公的機関以外の場合）
もJICAロットを通じて、検討していきます。

７．相談内容や経過は、参加企業に
共有されるのか？

 外国人労働者にとって、雇用主に知られたくない相談も多いと思われ、外国人
労働者の相談の秘密を守る（本人の了解なく、第三者に漏らさない）ことが重
要であり、守秘義務が徹底されることで、外国人労働者の信頼を得て、結果と
して敷居の低い相談窓口としての評価が問題の早期発見や解決に繋がると考え
ます。

 雇用主との早期の対話が必要と思われる事案については、外国人労働者にその
旨説明する、又は本人に了解を得てから雇用主に連絡することになります。



よくあるご質問③
８．どのような情報が、パイロット

参加企業や関連法人に提供される
のか？

 個人が特定されない範囲で、関連企業別・内容別の相談の発生状況などについ
て、定期的に報告予定です。

９．相談を、自社の労働者の苦情処
理窓口に誘導若しくは転送するこ
とは可能か？

 御社にそのような仕組みがあることについて、外国人労働者本人に説明する子
世を検討しますが、上記7．のとおり、自動的に転送することは想定しており
ません。

10．企業の資金で実施するパイロッ
ト事業で労働者の人権が守れるの
か？企業の内部通報との違いは何
か？

 本パイロット事業の実施に当たっては、政労使及び専門家等からなる運営委員
会（政はオブザーバーを想定）を設置し、助言を頂くことになっています。

 また、内部通報との違いは、全ての仕組みが社外にあり、独立性が高く、上記
のとおり、中立性もより高いと言えると考えます。

11. 運営委員会の構成と役割は？  労働組合代表、有識者（弁護士、学識経験者、企業代表等）、東京弁護士会で
構成し、関係省庁にもオブザーバー参加を依頼しています。

 同委員会に、実施状況を報告し、仕組み自体の改善、重要事案の対応方法（個
人情報や社名を伏せたケーススタディ）などについてご助言を頂きます。

12．東京弁護士会紛争解決センター
（ADR）とはどのような仕組み
か？

 東京弁護士会との連携により、専門ADR（外国人労働者）を開設頂く予定です。
詳細は検討中ですが、東京のみならず地方の事案であってもオンラインでの
あっせん・仲裁を行う想定です。

https://www.toben.or.jp/bengoshi/adr/
 なお、ADRの利用に当たり、雇用主には、原則費用の半分をご負担いただき、
労働者負担分は本人の負担が困難な場合には、パイロット事業の予算から支援
します。また、通訳等の支援は、パイロット事業から支援します。

13．雇用主に事実関係を確認するこ
となく、公益通報を行うのか？

 刑事事件等身体に危険を及ぼすような恐れがあり、緊急を要する場合には、
JP-MIRAIサービスが必要な範囲で事実を確認し、通報する場合があります。

 上記以外の場合には、伴走支援として、本人の了解の元、本人の使者として雇
用主に問い合わせ等を行った上で、本人に対応の選択肢をアドバイスします
（事案により、士業法に基づき対応します）

18

https://www.toben.or.jp/bengoshi/adr/


よくあるご質問④
14．時間外の緊急対応は行うのか？  通常の相談は、言語ごとに日時を決めた対応を行いますが、緊急の場合には、

これに寄らず対応する予定です。

15．委託契約書及び承諾書（関連法
人が提出するもの）参加意向表明
書等のフォーマットを見たい

 ひな型がありますので、事務局までご連絡ください。

16．対象とする関連法人への説明及
び承諾書の取り付けは、JP-MIRAI
サービスが行うのか？

 原則、参加企業にてご対応をお願いします。
 ご要望が多い場合には、合同の説明会の開催などは検討したいと思いますが、
個別の説明会はご容赦下さい。

17．関連法人は、パイロット事業に
参加（参加企業への協力）に対し
て、モチベーションがない仕組み
ではないか？

 今回の実施要領には明記されておりませんが、対象外国人労働者のうち、一定
割合の外国人労働者がアカウントを作り、満足度が高く（労働者の声を聴く機
能）、重大な問題が一定期間生じていない企業は、優良企業として表彰するこ
とも検討しています。

 将来的には、優良企業を認証するなどの仕組みを作るべきとの意見もあります。

18．パイロット事業のコストは外国
人労働者の相談対応が大部分を占
めるため、本来雇用主が負担すべ
きではないか？

 ご指摘の通りですが、制度構築を行うパイロット事業段階から、関連法人の理
解を得て、ご参加頂くのは容易でないため、グローバルに展開する親会社を中
心にお声がけさせて頂きました。

 本格的に拡大していく段階では、直接の雇用主である関連法人の企業が直接利
用され、実施状況（認証状況）のみを親会社がモニタリングするというのが、
理想的な在り方かと思います。

19．参加費用が高くないか？  参加企業を10社程度と想定して、コスト計算をしており、スケールメリットが
小さいこと、対応コストの想定が難しいことなどから、割安とはなっていませ
んが、開発段階へのご貢献としてご理解お願いします。本格実施段階ではコス
トは相当下がると考えられます。

20．途中参加・途中脱退は可能か？  途中参加については可能です。月割りにて対応する方向で検討します。途中脱
退は、業者への委託契約の締結などの支出（コミット）があり、契約を解除の
する場合でも、重大な過失がない場合の返金はご容赦願います。
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よくあるご質問⑤

21. パイロット事業期間（1年間）と
契約期間、サービス提供期間との
関係は？

 JP-MIRAIサービスから相談窓口の委託先との契約期間が実質1年間となるため、
以下の関係となります。
仮にパイロット事業（相談業務）が、5月1日に開始される場合には、翌年4月
30日が相談業務の終了日となり、速やかに経過をとりまとめ、参加企業に報告
書を提出し、業務完了となります。契約期間は、業務完了報告書提出日までと
考えれば、上記想定であれば、翌年5月31日までとします。

22．支払いタイミングは？  本事業のために立ち上げた法人で基金、運転資金がありません。原則、契約期
首での支払いをお願いします。

23．社内の個人情報保護のルールか
ら、別途覚書締結、点検チェック
シート提出が必要だが対応可能
か？

 一般的な内容であれば対応可能です。

24. JP-MIRAIサービスは社団法人と
のことだが、社員や役員はどのよ
うになるのか？

 現時点での想定は以下のとおりです。
• 社員：参加企業の中から、代表10社程度にお声がけし、社員になって頂き、重要
事項の審議をお願いします。ただし、社員という事で特別な負担は求めません。

• 理事：東京弁護士会矢吹会長を代表として登記手続きを行っており、参加企業の
代表数社及びJICAが理事者となる予定です。

25. JP-MIRAIサービスの責任能力
は？

 JP-MIRAIサービスは、基金を持ちませんので、法人として責任能力（財力）は
委託費で受領する資金以外はありません。法人としての損害賠償保険の付保に
ついては別途検討致します。
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▲契約日

▲相談サービス
開始日

(1)参加企業とJP-MIRAI
サービスとの契約

1年間

▲相談サービス
終了日

▲最終報告書

▲契約
完了日

(2)JP-MIRAIサービスと
相談窓口との契約 ▲契約日

1年間＋α


